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福島第一原発・タンク中の汚染水 
資源エネ庁主催の公聴会で海洋放出に反対続出 
 

福島第一原発のサイト内のタンクにたまり続ける汚染水について、資源

エネルギー庁が設置した「多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委

員会（ALPS 処理水小委員会）」事務局主催の説明・公聴会が 8 月 30 日に

富岡で、31 日に郡山と東京で開催されました。私は東京会場で意見陳述を

行いました。 

原子炉建屋に滞留する高濃度の汚染水は、ALPS（アルプス）と呼ばれる

設備により、トリチウム以外の放射能はすべて除去されたことになってい

ました。しかし 8 月 20 日の報道により、放射性ヨウ素 129 など、トリチ

ウム以外の核種が基準を超えるレベルで残留していることが明らかになり

ました。 

公聴会では、エネ庁や規制委が進めようとしている海洋放出に反対し、

タンクでの長期保管を求める意見が続出しました。小委員会では、はじめ

からタンク保管を選択肢から外しており、また、放射能としてトリチウム

だけを問題していたことから、議論の前提が崩れたことが明らかになりま

した。会場では、意見陳述人、傍聴者が一体となっての追及が行われまし

た。終了後、小委員会の山本委員長は、タンク保管を選択肢に入れて検討

すると表明せざるをえませんでした。 

 

◆トリチウム以外の放射能も大量に含まれていた 

公聴会に向けて意見陳述の準備をしていたところ、タンクの汚染水中に

トリチウム以外の核種が大量に含まれているとの報道が飛び込んできまし

た。私たちは FoE Japan とともに東電ＨＰにあるデータを読み取る作業か

らはじめました。もっとも深刻なヨウ素 129 について、告示濃度限度超え

は、2015 年 4～9 月の時期で最大で基準の 10 倍以上、それと 2017 年 4 月

～現在に至る時期で最大 7 倍以上、２つの時期に集中していることがわか

りました。 

ヒアリングを設定し東電に原因を聞くと、いずれも吸着材の交換頻度を

意図的に下げる運転を行ったためとのことでした。2015 年については敷地

境界 1mSv 達成するため、2017 年以降は漏れが問題となったフランジ型タ

ンクの運用を止め、急いで溶接型タンクに汚染水を移す際に ALPS を通す

ため、告示濃度限度を超えることを承知で、稼働率を低下させないことを

優先したというのです。東電はこのような運用について、事前にエネ庁に

も規制委にも説明し、実績についても説明したと述べました。しかしこれ

が、肝心の小委員会には伝えられず、議論すらされていませんでした。 
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●フクロウの会は放射能汚染や事故の心配が

なく、放射性廃棄物を生み出さない社会、す

なわち原発のない社会をめざして首都圏で活

動を続けてきた団体です。 

●残念ながら福島で重大な事故が起きてしま

いましたが、事故による人々の被ばくが少し

でも少なく抑えられるよう事故直後から情報

提供、放射能測定プロジェクト、国や自治体

への働きかけなどの活動を行ってきました。 

●そんなフクロウの会の様々な活動を支える

ための会員・サポーター・資金カンパ募集中

です。ご協力いただけますと幸いです。 

【カンパ送り先】 

●ゆうちょ銀行からの振替 

・口座記号番号 

00130-9-655439 
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福島老朽原発を考える会 

・口座名称（カナ） 

フクシマロウキュウゲンパツヲカンガエル

カイ 

●他の金融機関からの振込 

・銀行名＝ ゆうちょ銀行 
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◆汚染水中の放射能について実態の把握すらしていない 

公聴会に際し、この件についてエネ庁から釈明はなく、逆に公聴会での説明で、トリチウム以外の放射能を含む

ことについては小委員会の第 1 回会合（2016 年 11 月）において説明したと述べました。しかし当時提示された処

理水のデータは、2014 年と 2016 年のトリチウム以外の放射能がよくとれている時期のもので、ヨウ素 129 などは

検出限界以下でした。前述のように、告示濃度を超える運用を行っていたのは 2015 年と 2017 年です。東電はこの

とき「トリチウム以外のものは何とかできている」と述べていました。 

そこで私は、事実関係を述べた上で、タンク中の汚染水の取扱いを議論する委員会なのに、タンク中に一体どれ

だけの放射能が存在するのか、実態の把握すらできていない、議論の前提が崩れていると主張しました。他の意見

陳述人や会場とも一体となって追及し、エネ庁の事務局は小委員会に伝えていなかった事実を認め、今後、実態の

把握から行うと述べました。 

 

◆海洋放出ありきの小委員会 

  最大の焦点は、海洋放出の是非についてでした。「ALPS 処理水小委員会」は、その前に開かれていた「トリチ

ウム水タスクフォース」報告書で示された汚染水の５つの処理方法について、社会的影響（風評被害）を考慮しな

がら時期や方法を検討する目的でエネ庁が 2016 年に設置したものです。選択肢は、地中処分、海洋放出、水素放

出、水蒸気放出、埋設処分の５つで、タンクでの長期保管は含まれていません。 

小委員会は、海洋放出を前提としない建前ですが、委員会が意見陳述人に向けて作成した資料は、汚染水中には

トリチウムしかないことを前提に、トリチウムが放射能として他の核種に比べてリスクが小さいこと、タンク中の

総量は約 1,000 兆ベクレルだが、これは、宇宙線による自然由来や核実験や再処理工場の放出量に比べても小さい

ことを強調した上で、５つの中では費用の面でも技術の面でも、規制をクリアするという面でも、海洋放出が最適

と受け取れる内容となっていました。規制委の更田委員長はもっと露骨に、告示濃度限度以下に薄めてしまえば問

題はない、希釈しての海洋放出が技術的に唯一現実的な選択肢だとし、東電に決断を迫っていました。 

 

◆海洋放出に反対する意見が続出 

 公聴会では、海洋放出に反対する意見がほとんどでした。富岡の会場では、意見陳述人 15 人のうち、海洋放出容

認は 1 人だけ、それも、放射能測定業者が、自分の商売のために放出時に全量の測定を行うことを要求するもので

した。 

注目された福島県漁連の野崎会長の意見陳述は、海洋放出には明確に反対で、タンクでの保管が最善というもの

でした。野崎氏は、以前は、タンクからの漏れが見つかったり、タンクの設置が追いつかなくて切迫したりという

ことがあったが、今は、溶接型のタンクになり、管理もしっかりしてきた、いまになって敷地がいっぱいだから放

出というのはおかしいなどとし、タンクでの保管を検討するように迫りました。これに対し、事務局のエネ庁は、

敷地内でのタンクの設置場所がなくなってきていると回答しましたが、小委員会で検討すらしない理由にはなって

いません。 

 この件は、郡山や東京でも問題になりました、有機トリチウムの毒性について検討されていない、福島第一原発

の放出管理目標値に従えば海洋放出の場合でも 40 年以上かかる、大型タンクでの保管を検討すべき、100 年以上保

管すればトリチウムは減衰し技術開発の時間的余裕ができる、などです。 

私は、リスクとして濃度だけを問題すれば、薄めて放出すればよいという結論にしかならないが、それは暴論であ

ること、総量を問題にした場合も、核実験や再処理で既に放出されているというのはそれ自体が問題なのであって、

福島での放出を免罪することにはならない、既に大量の放射能が放出されたことを考慮すれば、あくまで環境から

隔離することを検討すべきという趣旨の意見を述べました。 
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 はじめからタンク保管が選択肢から外されている件については、郡山において、小委員会の委員からも疑問視す

る発言がありました。公聴会の後の記者会見で、小委員会の山本委員長は、タンク保管についても検討の選択肢に

入れると発言せざるを得ませんでした。 

 

◆嘘を広めるリスコミ御用委員 

前述のように、ALPS 処理水小委員会は、社会的影響（風評被害）を考慮することにしたため、リスク・コミュニ

ケーションに関係する委員が含まれています。そのうち、高校生を除染にかりだした開沼博氏と「元気ネット」の

崎田裕子氏は、リスコミと言いながら、国や電力の代弁者として、原発は必要、放射能は怖くないとふれ回ってい

ます。公聴会で崎田氏は積極的に発言しました。郡山で意見陳述人から、トリチウム以外の核種が大量に含まれて

いたことを知っていたのか、知っていて黙っていたのであれば私たちを騙したことになるが、と問われると、知っ

ていたと平然とうそぶき、エネ庁を擁護していました。開沼氏はほとんど発言しませんでしたが、公聴会直後のラ

ジオ番組で、地元でない人が海洋放出に反対していたと述べました。これは明らかに嘘です。このような御用委員

はやめさせるべきです。 

 

◆小委員会をしっかり監視していこう 

 小委員会は 10 月 1 日に再開しました。東電は

はじめて、処理水の実情を明らかにしました。ス

トロンチウムがタンク中で基準の約２万倍（ALPS

出口で数十万倍）含まれることが明らかになりま

した。上記以外の委員から、なぜ隠していたのか

との追及がありました。東電は ALPS 等による再

処理について提案しましたが、環境への放出が前

提でした。委員からタンク保管の検討について念

押しの質問があり、山本委員長は検討すると回答

しましたが、しっかりと監視を続けていく必要が

あると思います。 

阪上 武（フクロウの会代表） 

 

東海第二原発の再稼働手続き・設置許可に抗議 

老朽化問題に避難計画…課題山積・まだまだ止められる！ 
 

9 月 26 日に、東海第二原発の設置許可が下されました。私たちはこの間、審査項目にある「経理的基礎」に注目

してきました。再稼働のために日本原電が安全対策費の 1,740 億円を調達できるかどうかが問題となりました。規

制委は、東電と東北電が資金支援の意思を表明した文書から、経理的基礎はあると判断しました。しかし、第一に、

支援には、銀行からの借り入れに際しての債務保証だけでなく、直接資金を提供する電気料金の前払いが含まれて

おり、銀行からの借入れが困難な状況が明らかになったこと、第二に、東電は自身が再建企業で国の管理下にあり、

廃炉や賠償に資金を投入しなければならず、他社の支援を行う状況にはないこと、第三に、東電と東北電は支援の

意思を表明しただけで義務を負う約束はしておらず、東電は再稼働により利益を上げることを条件にしているが、

原電の財務状況に照らせば不利益を被らざるをえないこと、等より明らかに経理的基礎はないと判断すべきでしょ

う。 
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審査書案のパブリック・コメントに対しては、経理的基礎に加えて、地盤の液状化、溶融燃料の水蒸気爆発の可

能性、ブローアウトパネルによる放射能の意図的放出、火山灰による原子炉の屋根の倒壊の可能性、非難燃性ケー

ブルの問題、原子力防災計画の欠如などの問題を指摘し、広く応募を呼びかけました。応募は約 1,250 件にのぼり、

その大半が批判意見でした。規制委はそうした意見を無視して、許可を下したのです。 

しかし、まだまだこれからです。11 月末の期限にむけての運転期間延長審査では、老朽化が問題となります。ま

た、立地自治体や周辺自治体の同意手続きに際しては、原子力防災（避難計画や安定ヨウ素剤の配布）などが問題

となりますが、避難計画は一部の自治体で計画の骨子が示されている状況です。避難先は体育館でトイレなどを含

めて一人２平方メートルしかなく、しかも一週間の避難しか想定していない、自家用車での避難が前提となってい

るが渋滞でとてもたどりつけない、安定ヨウ素剤を避難しながら受け取ることになっているがそれではとても間に

合わない…など、すでにさまざまな問題がでています。体育館避難については、土砂災害などで問題になっていま

す。具体的な検証作業を進めながら、再稼働を止める動きにつなげていきましょう。 

放射能ごみのばらまきを止めよう 

汚染土壌リサイクル、放射能ごみ焼却、木質バイオマス発電を止める闘い 

 

 東京オリンピックを控えて政府、環境省は福島原発事故の証拠隠滅ともいえるような動きを進めています。除染

土をそのまま「資源」として「再利用」、放射能ごみ焼却による減容化、焼却灰の「再利用」や一般ごみと同レベ

ルでの処分などが進められています。これらは原発事故以前の基準からは考えられない、いいかげんな放射性廃棄

物の最終処分であり、巨額の予算を投じた除染で生じた放射性廃棄物の無節操な再拡散です。これらの放射能ごみ

のばらまきは、環境中の放射性物質の濃度を確実に高め、人々の内部被ばくを通じて健康被害をもたらします。 

 私たちはこれまでもこうした放射能ごみのばらまき問題を取り組んできました。それらの内容はフクロウ通信 31

号や年次報告 2017 でも報告しています。ここでは最近の状況について報告したいと思います。 

 

除染土の「再利用」」実証実験を市民の力で中止に―二本松市 

除染土を線路や道路、堤防など路盤材として「再利用」しようという計画は各地で実証実験が進められています。

そのような中で環境省が今年 4 月に二本松市原セ才木地区住民に説明した計画は、地中に仮保管されているフレコ

ンバッグ入りの除染土を掘り返し、フレコンバッグを解体して市道の下に埋め戻すというものでした。 

この計画が明らかになるや地元二本松市の「みんなでつくる二本松・市政の会」などから反対の運動が起こりま

した。6 月 11 日には FoEJapan 主催で対政府交渉が持たれました。こうした中で環境省は 6 月 25 日二本松市での

計画について「実施時期の再検討」を表明しました。市民の運動が環境省の動きにひとまずストップを掛けた形で

す。しかし油断はできません、環境省は「中止」を言明したわけではなく「説明する時間を取る」と説明している

からです。 

環境省の除染土のばらまきは公共事業を対象とした「再利用」だけでなく、更に一歩踏み込んで「埋め立て処分」

の実証実験まで進めています。環境省が 6 月 8 日に那須町で説明した資料によれば除染除去土壌の「埋め立て処分」

の実証事業と説明しています。説明では除染土については「収集運搬」と「保管」については施行規則があるが「処

分」については施行規則がないためこれを明らかにするためと説明しています。これまで福島県外での除染廃棄物

については各県ごとに最終処分場を設置することとなっていましたが、候補地での反対が強く難航しているのが実

態です。今後、各地で仮保管している除染土を、市町村等で埋め立て処分する方向への動きが進められる可能性が

あります。那須町ではこうした埋め立て処分に反対する運動が立ち上がっていますが、こうした運動と連携して除

染土の「再利用」にも「埋め立て処分」にも反対の声を挙げてゆく必要があります。 
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宮城県での農業系汚染廃棄物一斉焼却を止める闘い 

 宮城県では村井県知事による農林業系汚染廃棄物（放射能汚染した稲わら、牧草、榾木など）の一斉焼却の方針

に対して各地で反対の運動が起きました。昨年 4 月には「放射能汚染廃棄物『一斉焼却』に反対する宮城県連絡会」

が結成され、一斉焼却にストップをかけてきました。しかし知事の切り崩し工作などにより、今年に入り、仙南、

黒川の 2 広域行政事務組合が試験焼却を開始、石巻市、大崎市が 10 月から試験焼却を開始する状況になっていま

す。 

 このような中、8 月 25 日には石巻市において「放射能汚染廃棄物の焼却処分に反対する石巻地域の会」主催で、

翌 26 日には隣の涌谷町で「放射能から天平の郷土を守る涌谷の会」主催で学習講演会が開かれ、それぞれ約 60 名、

30 名の方が参加しました。講演会ではフクロウの会事務局長でちくりん舎の青木一政が講演しました。講演では、

各地で放射能ごみのばらまきが行われている実態、木質バイオマス発電も汚染木を燃やせば放射能再拡散につなが

ること、バグフィルターでは放射能を含んだ微小粒子が周辺に拡散すること、リネン吸着法での汚染調査の提案な

どの話がありました。 

 各地では半年かけて試験焼却が行われ、その後本格焼却に移る予定です。宮城県内各地の運動は汚染廃棄物の焼

却ではなく「隔離保管」をもとめています。私たちもこれらの運動と連携して放射能ごみばらまきを止めるための

運動を継続強化してゆく予定です。 

 

放射能ごみ減容化の一環としての 

木質バイオマス発電を止めるために  

最近、木質バイオマス発電が放射能ごみ

減容化の重要な手段として位置づけられて

いることを示す情報が明らかになりまし

た。東電が旗振りとなり産廃業者、セメン

ト、プラント建設など 30 社程度が参加す

る「除染・廃棄物技術協議会」が作成した

放射能ごみ「リサイクル構想」という資料

があります。この資料では、ごみ焼却炉、

セメント焼却炉・灰溶融炉と並んでバイオ

マス発電所が、可燃性放射能ごみ減容化の

施設として明確に位置付けられているので

す。 

 また林野庁が最近発表した「平成 29 年

にエネルギーとして利用された木材チップ（速報）」によれば、「間伐材・林地残材等」は約 30%であり、「建設

資材廃棄物（解体材・廃材）」がなんと約 47%であることが明らかになりました。これは全国データであるため、

解体材、廃材の全てが放射能汚染されているわけではないが、汚染廃材がかなり含まれていることが考えられます。

放射能汚染木材を燃やせば当然、微小粒子状の放射性物質が周辺に拡散します。また解体材・廃材であれば放射能

だけでなく、防腐剤、塗料、接着剤などを含んでいます。これらの焼却による有害化学物質の拡散も問題にしなけ

ればなりません。 

  

福島県大越町でのバイオマス発電を止める闘い 

 私たちは福島県田村市大越町で進められている木質バイオマス発電計画に対して、地元で反対運動を進めている

「大越町の環境を守る会」と連携して活動を行っています。田村市では㈱タケエイと共同出資で田村バイオマスエ

石巻市内での学習講演会 
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ナジー（以下田村 BE）という会社を設立し、大越町の工業団地にバイオマス発電所の建設を進めています。しかし

地元である大越町の住民を中心に、この計画の白紙撤回を求める運動が起こっています。問題は①木質バイオマス

発電計画が予定地の半径 250m 内の住民への説明だけで進められ多くの住民への説明と合意がないまま進められて

いること、②一昨年 4 月に就任した本田市長のもとで、前市長時代の約束である、バーク（放射能濃度が高い樹皮

部分）は燃やさない、チップ工場は作らないという 2 点の約束が反故にされ「樹皮も燃やす（チップ濃度は 100 ベ

クレル以下）」、「チップ工場併設」と計画変更されてしまった点です。 

9 月 17 日には「環境を守る会」主催で「バイオマス発電を考える」学習会が開催されました。これまで地元でま

とまった形ではバイオマス発電の問題点について学習する場がありませんでした。運動を進めるにあたりやはりき

ちんと問題点を学習することが必要ということでこの学習会が企画されました。ここでもフクロウの会の青木が講

師として講演をしました。講演会には 7 名の市会議員をはじめとして地元大越町の住民約 70 名の参加があり、予

定した椅子が足りず立ち見ができるほどの盛況でした。あらためて住民の多くの人がこの計画に不安や疑問をいだ

いていることが明らかになりました。講演後には「もっと早くこのような講演会をするべきだった」「今後も別の

場所でやって欲しい」などの意見がだされました。 

 

田村市・田村 BEが約束「HEPA（へパ）フィルター設置」は本当か！？ 

 講演会の中で重要な問題提起が行われました。それは田村市や田村 BE が住民の不安に応えるために、バグフィ

ルターよりも微小粒子を捕捉できる高性能な HEPA フィルターを設置すると説明しだしたことです。田村市は、4

月に田村市職員を個別訪問させてバイオマス発電に関する調査を行いました。市職員による個別訪問という形も問

題ですが、その結果を説明する田村市作成のチラシで、今後の対応として「より安心いただくため、バグフィルタ

ーに加え、微粒子を捕捉できる高性能フィルターを設置し、放射性物質の拡散防止対策を万全にする」と説明して

いるのです。8 月末の日刊工業新聞にも「タケエイ、福島でバイオマス発電」という記事で「安全と環境への配慮を

徹底するため、バグフィルターでの処理後にＨＥＰＡフィルターでも処理する」との報道がなされました。 

講演では、田村市と田村 BE 側のこの説明に対して「本当に信用できるのか」との疑問が提起されました。もし

HEPA フィルター設置という説明が本当であれば、工事開始前に田村市と田村 BE はきちんと住民に納得できる形

でこの内容を説明すべきだ、それがなされないのであれば「住民だまし」の可能性があり信用できないというもの

です。 

HEPA フィルターは原発構内での小規模焼却炉での設置事例はありますが一般焼却炉やバイオマス発電の焼却炉

での設置事例はありません。このことは環境省の「平成 24 年 12 月 21 日 環境省対策地域内廃棄物チーム」会議資

料でも明らかにされています。 

この件に関してちくりん舎、放射能ごみ焼却を考えるふくしま連絡会などの有志で田村 BE に質問状を出しまし

た。しかし田村 BE からの回答は「事業上の重要機密事項でもあるため、開示はひかえさせていただきます」とし

て実質無回答でした。これは全く不誠実な対応です。住民に「より安心いただくため」「安全と環境への配慮を徹

底するため」といいつつ、「HEPA フィルター設置」を保障する具体的な説明を拒否しているからです。これでは

反対意見を黙らせるための住民だましのフェイク情報との疑念すら湧いてきます。 

わたしたちはこの HEPA フィルター問題も含め、情報開示が全く不十分な田村市バイオマス発電計画に対してそ

れを止めるための様々な活動を進めてゆく予定です。 

★☆★☆★☆★★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆ 

 
 

FoE Japan  

FFTV  
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第３2号 201８年 10月 11日 

 

フクロウ通信 

7 

青森・むつ市の使用済燃料「中間貯蔵施設」に反対しよう！  

 

◆余剰プルトニウムが問題に…再処理を止めてプルトニウム利用政策の放棄を！ 

高速増殖炉「もんじゅ」の廃炉措置により、プルトニウム利用政策は目的を失いました。政府が共同研究を行う

としているフランスの高速炉開発も、実用レベルには程遠いことが明らかになっています。 

朝鮮半島の非核化と北東アジアの緊張緩和に向けて状況が大きく変化する中で、日本の利用目的のないプルトニウ

ム保有がますます国際的な批判にさらされています。米国がプルトニウムの削減を日本に迫る中、原子力委員会は

必要最小限にしか再処理を行わない方向で検討を進めています。しかし、いくら制限しても、再処理してしまえば、

利用目的のないプルトニウムを増やすだけです。日本には、再処理を止め、プルトニウム利用政策を明確に放棄す

ることが求められています。 

六ヶ所再処理工場は、ガラス固化に根本的な欠陥をかかえてトラブルが続出し、試運転が中断した中で３・１１

を迎えました。事業者は 2017 年 12 月に、新規制基準対応工事を理由に完成時期を３年延期すると表明しました。 

 

◆操業を認めたら青森県むつ市が核のゴミの永久の墓場に！ 

青森県むつ市に建設中の使用済核燃料の「中間貯蔵施設」の最大 50 年の供用期間後の搬出先は、六ヶ所再処理工

場の次の「第二再処理工場」となっています。六ヶ所再処理工場の目途がない状況で、「第二再処理工場」につい

ては検討すらなく、資源エネルギー庁の核燃料サイクル図からも消えており、いまは未定であることを同庁も認め

ています。搬出先がなくなった状況で搬入を許せば、むつ市の施設が永久の核のゴミ捨て場になってしまいます。 

 

◆原発再稼働を止めるためにも操業を止めよう 

計画では、むつ「中間貯蔵施設」への最初の搬入は、東電柏崎刈羽原発からのキャスク１体です。新潟では、柏

崎刈羽原発の再稼働をめぐり、県による検証作業が行われており、多くの県民が再稼働に反対しています。むつへ

の搬出を強行すれば原発再稼働の呼び水となります。新潟のみなさんもむつ「中間貯蔵施設」への搬出に反対して

います。原発再稼働を止めるためにも、むつ「中間貯蔵施設」に反対しよう！ 

 

◆むつ市長へ使用済燃料「中間貯蔵施設」操業中止を求めて申し入れ 

9 月 13 日にむつ市と事業者のリサイクル燃料貯蔵株式会社（ＲＦＳ）への申し入れを行いました。「核の中間貯

蔵施設はいらない！下北の会」を中心に、新潟、関西、首都圏を含め、地元むつ市と県内各地からも多数の参加が

あり、13 団体、総勢 26 名の取り組みになりました。賛同も全国から寄せられ、呼びかけと合わせて 211 団体とな

りました。 

 

〇むつ市企画政策部長…根拠もなく「搬出されるはず」というだけ 

〇関電については「ずっと受け入れるつもりはない」 

〇ＲＦＳ「操業前に安全協定を結ぶことになる」「年内の操業は困難」 

 

むつ市は企画政策部の吉田部長他が対応しました。核の中間貯蔵施設はいらない！下北の会の野坂代表が要望書

を手渡し、その後１時間ほどやりとりをしました。吉田部長は、「エネルギー基本計画には核燃料政策推進と書い

てある、東電など４者で結んだ協定書にある供用期間内の搬出については実行される」と述べました。 
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こちらからは、協定書は 2010 年に第二再

処理工場の検討に入ることが前提となってい

たこと、その後検討はなく、エネルギー基本

計画からも第二再処理工場の文言は消えたこ

となどから、具体的に搬出先はなく、協定書

の条件は既に失われているとし、操業を認め

ないよう求めました。 

新潟からは、ＲＦＳの親会社である東電が

いかに信用ならないか、地元からは、市の担

当者は市民の将来世代の安全を守らなければ

ならない、その立場で考えてほしい、少なく

とも六ヶ所再処理工場の稼働前に、搬入を認

めるようなことはないようにとの訴えがあり

ました。 

関電の原発からの搬入については、関西の

参加者から確認があり、吉田部長は「当面だ

けでなくずっと受け入れるつもりはないというのが市長の発言の趣旨」と回答しました。 

その後、ＲＦＳに移動し申し入れを行いました。宇佐美氏が対応しました。搬入先については、再処理工場という

だけで、具体的にどの再処理工場かと聞くと、「決まっていない」と答えるだけでした。操業前の協定については、

市や県から話があれば対応するとのことでしたが、「市と県とで安全協定を結ぶことになるでしょう」とのことで

した。今後については、「審査が終わっておらず、年内は困難」とのことでした。 

その後、記者会見と交流集会を行いました。いまむつの中間貯蔵施設の問題が全国的に注目されていることの意

味について確認しました。操業前に結ばれる安全協定に介入していくことの重要性について強調されました。参加

者は、今後とも連携してむつの中間貯蔵施設の操業を止めていくことを確認しました。 

 

 

講師依頼受付中 
通信に載っているこの話、もっと詳しく聞いてみたい、学習会を開催したい、 

そんな時ぜひお気軽にご相談ください。 

会員・サポーターも募集中です 
会員・サポーターには通信を郵送します。 

会費 会員 1000 円/月  サポーター1000 円以上/年 

●集会でのスタッフやパンフ作成のご協力など一緒に活動していただける方を募集しています。 

●皆さまの貴重なご意見もお待ちしております。 
 

フクロウの会の趣旨にご賛同いただき、会員・サポーターになっていただける方は、フクロウカフェなどに 

お越しの際に申込書にご記入の上、会費を添えてフクロウの会事務局員にお渡しください。 
 

お問い合わせ・お申し込み先  

TEL：03-5225-7213 FAX：03-5225-7214 Email：fukurounokai@gmail.com  

（通信郵送のお申し込みもこちらで受け付けています☆ご希望の方はお知らせください。） 


